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研究成果の概要（和文）：電子書籍産業におけるイノベーション普及やビジネス成否に関して、マーケティングの観点
から重要な要素として以下の３点を導出した。第一に、消費者が電子書籍を利用することを促進するために「インター
ネット・リテラシー」（操作能力や他者との交流能力、リスク理解能力など）を考慮したサービス設計が求められるこ
とである。第二に、関係性マーケティングの観点からのビジネス設計の必要性である。第三に、戦略の「計画」ではな
く「実践」を重視する「エフェクチュエーション」の観点の重要性である。

研究成果の概要（英文）：From a viewpoint of marketing, we drew the following three points as important 
factors about the innovation diffusion and business success in digital book industry. (1) "Internet 
literacy" (operation capability, communication capability with the others, risk-understanding capability, 
etc.) is required to be considered in the design of service operation in order to promote the consumers’ 
use of digital book. (2) It is the necessity for the business design in digital book industry from a 
viewpoint of “relationship marketing”. (3) It’s also needed to have the viewpoint of "effectuation" 
which attaches greater importance on practice, rather than planning.

研究分野： マーケティング

キーワード： マーケティング　消費者行動　流通システム
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１．研究開始当初の背景 
  電子書籍に関わるビジネスは、既存の産業
分野（出版産業、電機産業、情報通信産業、
など）の枠組みを揺さぶりながら、新たな書
籍ビジネスの秩序を生み出そうとしていた。
日本における電子書籍の開発と市場に関し
ては、多くの企業の挑戦と挫折の長い歴史が
あり、多くの資料が残されている。日本では、
ソニーや松下電器産業など大手家電メーカ
ーが、1990 年代より端末機を開発・販売し
てきた。また、旧態依然とした出版流通が抱
える様々な問題を解決するために、新しいコ
ンテンツ流通のコンソーシアムが組織され
るなど、他国と比較しても早い時期から実務
界での多くの取り組みが進んでいた。そのた
め、業界内外の多様な立場から、問題を俯瞰
しビジネスとしての可能性を論じる実務家
や評論家による著作も多く出版されている。 
  こうした動きは、電子書籍専用端末の販売
が伸び悩んだことにより 2000 年代半ばにい
ったん収束しかけたが、それに代わるように、
日本市場において高機能携帯電話端末およ
びコンテンツ配信の仕組みが独自の発達を
遂げた結果、専用の電子書籍端末ではなく携
帯電話サービスにおける電子書籍市場が形
成されるようになり、その動きを論じる書籍
も同様に数多く存在する。とはいえ、これら
の文献の多くは、電子書籍ビジネス全体をイ
ノベーション研究の観点でとらえたもので
はなく、また既存の出版業界における著者の
スタンスによって主観性の強い論旨になっ
ているものも多い。したがって、これらの資
料をベースに、理論的な分析枠組みを用いて
分析しなおすこと、仮説を構築し、定量・定
性的な調査に展開していくことが必要であ
ると考えられた。 
 
２．研究の目的 
  本研究は、上記のようなこの数年の世界的
な電子書籍ビジネスの動向の大きな変化に
刺激を受けて着想された。日本市場における
電子書籍ビジネスは、いったんはその発展の
展望を失いかけたにもかかわらず、米国にお
いてアップル社やアマゾン社などの電子書
籍端末が市場導入され人気を博すとともに、
再び日本市場においても電子書籍に対する
注目度が高まり、また日本市場において専用
端末の開発・販売を中止させたソニーが、米
国市場向けに再びその開発･販売を再開させ
るなど、イノベーションの市場化が直線的に
は進行していない。電子書籍について、日本
はハード・ソフト両面で他国に先んじた歴史
を持つにもかかわらず、そのイノベーション
普及の萌芽期あるいは生成期における多様
な経験は、現在の電子書籍市場における日本
企業の競争優位性に結びついていないよう
に思われる。こうした歴史的経緯は、イノベ
ーション研究の対象としての興味深い素材
であり、マーケティング論や消費者行動論に
おける既存理論の見直しと精緻化を進める

ことも期待できるものである。 
 
３．研究の方法 
  電子書籍ビジネスは複数の産業を横断す
る形で発展しており、そのダイナミズムの分
析のためには多様なプレーヤー間の複雑な
関係を把握する必要がある。本研究では、以
下のような３つの要素間の関係性に焦点を
絞り、相互作用や変化のプロセスを詳細に記
述することを目指した。そこから、理論と実
務の両面での貢献、すなわちイノベーション
の普及やビジネスの成否を説明するモデル
を再検討すること、および現実の電子書籍ビ
ジネスへの示唆を導出することを目標に研
究を進めた。なお、分析対象とする期間につ
いては、日本企業が電子書籍端末の開発・販
売を行ないはじめた 1990 年代以降、携帯電
話による電子書籍サービスの拡大がはっき
りした 2000 年代半ば、および現在の新たな
電子書籍端末の市場競争が展開されている
段階までを含む。 
 
(1) 端末メーカーと消費者との関係性 
  電子書籍の専用端末機は、日本のメーカー
が早くから開発・販売に乗り出したものの、
市場での普及を果たせず、2000 年代半ばには
各社が撤退した。従来の議論では主に、紙媒
体の書籍・雑誌と端末機との物理的な相違が
消費者による受容を妨げたとの問題が挙げ
られてきた。しかし、この説明は、現在の米
国企業による電子書籍端末の普及と矛盾す
る。製品開発論におけるデザインの重要性を
めぐる研究、新メディアの受容に関する消費
者行動研究、新製品の市場導入に関するマー
ケティング論の研究などを援用しつつ、電子
書籍端末と消費者との関係を分析する。 
 
(2) コンテンツ制作・流通企業と消費者との
関係性 
  電子書籍コンテンツは、紙の書籍を電子デ
ータ化することにとどまらず、使用する端末
の物理的な特性に応じた新たなコンテンツ
制作も行なわれている。さらには、インター
ネットを通じたコミュニケーション活動か
ら創作された、消費者発のコンテンツも多く
登場している。従って、従来の出版社、ＩＴ
系企業、消費者など多種多様な主体がどのよ
うな動機で、どのような手段を用いてコンテ
ンツの制作と流通を行なっているのか、マー
ケティング論や流通システム論、コミュニケ
ーション論の研究などを援用しながらの分
析が必要となる。 
 
(3) 端末メーカーとコンテンツ制作・流通企
業との関係性 
  先述のように、電子書籍端末の物理的特性
とコンテンツの親和性を考えた場合、端末メ
ーカーとコンテンツ制作・流通企業との関係
性も見逃すことができない分析対象である。
競争戦略論や資源ベース理論、企業間アライ



アンスに関する研究などを援用した分析が
必要となる。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果を、以下の３つの観点で整理
する。 
 
(1) 電子書籍の利用を促進するインターネ
ットリテラシー 
 電子書籍利用にあたり、その基礎的な規定
因となりうるのは、ユーザーのインターネッ
ト利用に関わる能力である「ネット・リテラ
シー」であると考察し、その詳細を分析した。 
 まず、消費者のインターネット利用の促進
には、個人要因として、インターネットリテ
ラシー、メディアの双方向性に関する消費者
の知覚が影響していることが明らかになっ
た。また、社会的な要因としては、ネットコ
ミュニティにおける社会資本の類型（架橋型
社会資本、強連結型社会資本それぞれの利用
に関する影響が異なることが分かった。また、
文化変数としてあげられる独立的な自己観/
相互依存的な自己観との関係で言えば、独立
的な自己観の人々は口コミなどのコミュニ
ティでの社会的な関係よりは、企業やブラン
ドサイトとの接触を重視するのに対して、相
互依存的な自己観の人々は、企業やブランド
に対する接触よりは、社会関係を重視するこ
とが分かった。 
 とくにネット・リテラシーについては、既
存研究ではメディア利用研究の中で研究が
一部行われているものの、機器の使用に関す
る能力として限定的に定義されており、体系
的にネット・リテラシー概念が整理されては
いなかった。そのため、それらの概念とネッ
ト利用を関係づけた研究は、研究課題であっ
た。本研究では、そうした先行研究のレビュ
ーや予備調査、デプスインタビューを通して、
仮説を構築し、大規模質問票調査を通して、
ネット・リテラシーを構成する概念を明らか
にしてきた。それは、ネット上での交流能力
を意味する「ネット・コミュニケーション力」、
ネット上でのリスクを理解できる「ネット懐
疑志向」、そして機器やサービスの利用能力
を意味する「ネット操作力」という３概念で、
それらがネット利用頻度や、継続利用に影響
を与える３つの規定因となることを実証的
に示した。 
 日本において電子書籍が浸透しない理由
をインターネット利用という側面から考え
ると、リテラシーの一つであるネットスキル、
ネットに対する双方向性の知覚の低さ、相互
依存的な自己観によるブランドや企業サイ
トとの接触に対する消極的な態度などが想
定できる。電子書籍利用を考えた際には、ユ
ーザーのネット操作力がとりわけ大きく関
係することは明らかであるが、さらなる利用
促進にあたっては、ネット・コミュニケーシ
ョン力や、ネット懐疑志向を考慮した、ユー
ザーが相互交流可能であったり、安心安全で

リスクを感じなくて済むようなサービス設
計が不可欠であろう。 
 
 (2) 交換概念の再検討 
 本研究では、過去の電子書籍をめぐる市場
形成について、マーケティング研究の核概念
とされる交換概念を手がかりにした考察も
進めた。電子書籍産業は、情報媒体それ自体
に価値を求めるのではなく、それを取り巻く
2 次産業や、あるいはその媒体を利用する過
程で価値が生じるという点に注目する関係
性マーケティングに関わる問題をはらんで
いると考えられたためである。 
 ウェブサイトと紙、新しい時代と古い時代
の狭間にあって、電子書籍はどちらからも差
別化する必要に迫られてきた。全く無料でも
なく、紙としての価値を有するというわけで
もない。その市場形成の過程は、交換概念と
関係性概念の対立と協調というマーケティ
ング研究の展開と相似的であり、同時に、さ
らなる技術を取り込みながら進む電子書籍
は、理論的なマーケティング研究よりも早い
展開を見せている。こうした展開を理論的研
究の観点からとらえ直すことは、双方にとっ
て重要な意味を有していると考えられた。 
 本研究ではこうした観点から、マーケティ
ング概念の問い直し、同時代に議論された公
共・非営利マーケティングの再検討を行うと
ともに、今日の電子書籍を取り巻くウェブサ
イト技術に注目しながら、ソーシャルメディ
アなどの役割を検討した。 
 
(3) エフェクチュエーションによるビジネ
ス生成プロセスの分析枠組みの確立 
 電子書籍のビジネス生成プロセスを理解
し、評価するためには、近年のウェブ上を中
心とした新しいビジネス生成プロセスを概
念化してとらえておく必要がある。そのため
の分析枠組みの確立をめざして、起業家論に
おけるエフェクチュエーションの概念を導
入し、複数の事例分析を通じて、知見の蓄積
につとめた。分析対象の事例は、セブン-イ
レブン、ホームプロ、任天堂、キリンフリー、
グリーンファーム、ウェザーニューズ、受験
サプリ、フェリシモ、SRC、サントリー、パ・
リーグ球団など多岐にわたる。 
 これらのビジネス生成プロセスでは、戦略
計画と対照される戦略実践が有効に機能し
ていることが確認された。渦中での省察を踏
まえた臨機応変な活動の修正が可能なビジ
ネスシステムを用意することが、電子書籍に
おいてもそのビジネス生成プロセスを導く
上で常用となるものと考えられる。 
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